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衆議院厚生労働委員会ニュース 

平成 28.3.11 第 190回国会第４号 

 

3月 11日（金）、第４回の委員会が開かれました。 

 

１ 東日本大震災５周年に当たり、亡くなられた方々に対し、黙祷をささげました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

堀 内 照 文君（共産） 

・平成26年の雇用保険法改正案に付された附帯決議を踏ま

えて、生活安定機能を充実させるため、基本手当の給付

水準を引き上げるべきではないか。 

・シルバー人材センターの要件緩和の基準と指標は具体的

にどのようなものになるのか。また、適正な就業確保の

ためのガイドラインはいつ策定されるのか。 

・有期契約労働者の育児休業取得要件は、「申出時点で１年

以上継続して雇用されていること」のみとすべきではな

いか。 

 

山 井 和 則君（民維ク） 

・国民の健康を守ることが使命の厚生労働大臣として、福

島県における甲状腺がんの増加と東京電力福島第一原発

事故との因果関係を究明すべきではないか。 

・保育制度の充実を求める署名を受け取った厚生労働大臣

として、子育て支援充実のための財源3,000億円の確保に

向けた決意を伺いたい。 

・企業が労働者に対し、退職するか人材サービス会社に出

向して自分の再就職先を探すかの二者択一を迫ることは

不適切であると厚生労働大臣として明言すべきではない

か。 

 

柚 木 道 義君（民維ク） 

・介護・障害福祉従事者の人材確保に関する特別措置法案

に関し、本法案の必要性、介護離職ゼロに向けて果たす

役割、処遇改善加算に関し本法案が有効である理由及び

国が助成することの趣旨を提出者に伺いたい。 

・いわゆる保活の実態調査のスケジュールはどうなってい

るのか。また、調査の一環としてホームページ上で広く

国民から意見を募集してはどうか。 

・福島県の甲状腺がん患者に対する心のケアなどのサポー

ト体制を充実させるとともにがん検査の頻度を増やすべ

きではないか。 

 

井 坂 信 彦君（民維ク） 

・改正による再就職手当の支出増と基本手当の支出減との

差額である185億円の支出増により４万人が再就職を早

めると見込まれているが、その費用対効果は十分である

と言えるのか。 

・「次の職探しがあなたの仕事です」という業務命令は人事

権の濫用に当たり違法であると法律に明記すべきではな

いか。 

・王子ホールディングスが一定の時期に退職勧奨した労働

者については、厚生労働省が一括して和解を斡旋すべき

ではないか。 

 

浦 野 靖 人君（おおさか） 

・育児休業の対象となる子の範囲を拡大する趣旨について

説明願いたい。 

・育児休業の取得が可能な里親の範囲について、更なる拡

大に向けた検討が必要ではないのか。 

・男性の育児休業取得促進に向けて、厚生労働省としては

どのように取り組んでいくのか。 

 

 

  

２ 雇用保険法等の一部を改正する法律案（内閣提出第９号） 

  介護・障害福祉従事者の人材確保に関する特別措置法案（中島克仁君外８名提出、衆法第 12号） 

・塩崎厚生労働大臣、とかしき厚生労働副大臣、三ッ林厚生労働大臣政務官、白石環境大臣政務官及び政府参考人並び

に提出者泉健太君（民維ク）、山井和則君（民維ク）、初鹿明博君（民維ク）及び井坂信彦君（民維ク）に対し質疑を

行いました。 



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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重 徳 和 彦君（結集） 

・改正後の有期契約労働者の育児休業取得要件である「子

が１歳６か月に達する日までに労働契約が満了すること

が明らかでない者」とする規定が非常に分かりにくいた

め、その趣旨をきちんと周知徹底すべきではないか。 

・改正後の子の看護休暇の申出に係る１日未満の単位につ

いて、厚生労働省令ではどのような単位を規定するのか。 

・育児休業取得後の労働者の配置について、曖昧な指針の

規定を改め、原職復帰を原則として義務付けるべきでは

ないか。 

 

 

 


